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業務及び財産の状況に関する説明書 

【平成１９年３月期】 

 

 

 

 この説明書は、証券取引法第 50 条に基づき、全ての営業所に備え置き公衆の

縦覧に供するため作成したものであります。 
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Ⅰ 当社の概況および組織に関する事項  

 

１．商 号           ネットウィング証券株式会社   

 

２．登 録 年 月 日        および 登 録 番 号 

 平成 10 年 12 月 1 日（ 関東財務局長（証）第 54 号 ） 

 

３．沿革および経営の組織 

(1) 会社の沿革 

年    月 沿        革 

昭和２５年 ３月 

昭和３５年 １月 

昭和３５年 ５月 

昭和４３年 ４月 

昭和４９年１０月 

平成 ２年 ２月 

平成 ２年 ６月 

平成１０年１２月 

平成１０年１２月 

平成１１年１０月 

平成１３年１０月 

平成１４年 ７月 

平成１５年 １月 

平成１６年 １月 

平成１６年 ２月 

平成１６年１０月 

平成１７年 ６月 

平成１７年 ８月 

平成１８年 ４月 

平成１８年１２月 

 

北海道証券金融㈱として発足。 

商号を日本協栄証券株式会社と改める。 

証券業者として登録、東京証券取引所に正会員として加入。 

証券業免許制施行にともない、証券取引法に定める全ての免許を取得。 

大阪証券取引所へ正会員として加入。 

㈱ダイエーファイナンス（現、㈱オーエムシーカード）と業務提携。 

新浦安営業所を開設。 

関東財務局長（証）第５４号により登録証券会社となる。 

大宮営業所を開設。 

個人向けインターネット取引を開始。 

証券会社、金融法人、機関投資家等へのインターネット取引を開始。 

コールセンター取引を開始。 

よこはま証券（株）を子会社として取得。 

よこはま証券（株）より営業譲受。 

横浜支店を開設。 

新浦安営業所および大宮営業所を閉鎖。 

インターネット取引による外為証拠金取引を開始。 

㈱オーエムシーカードに対する証券仲介業業務委託を開始。 

ネットウィング証券株式会社へ社名変更。 

｢丸和証券株式会社｣と、平成 19 年 10 月 1 日に共同株式移転による持株

会社の設立に基本合意。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

(2)経営の組織 
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４．主な株主の氏名または名称および所有株式数           （上位１１名） 
氏 名 、 商 号 ま た は 名 称 持 株 数 議決権割合

 

1. 日 本 ビ ル デ ィ ン グ（株） 

株 

１，７２８，４００ 

％

２５.３０ 

2.（株）オ ー エ ム シ ー カ ー ド １，３６６，０００ ２０.００ 

3. 常 和 ホ ー ル デ ィ ン グ ス（株） ７９９，１００ １１.６９ 

4. ジ ェ イ エ ス フ ィ ッ ト（株）   ３６５，８００  ５.３５ 

5.（株）み ず ほ コ ー ポ レ ー ト 銀 行   ３４１，０００  ４.９９ 

6. 中 央 三 井 信 託 銀 行 （株）   ３４１，０００  ４.９９ 

7. 新  潟  証  券（株）   ３４１，０００  ４.９９ 

8. 上 光 証 券（株）   ２９１，０００  ４.２６ 

9. 丸 和 証 券（株）   ２１４，５００  ３.１４ 

10. 武 蔵 証 券（株）   ２００，０００  ２.９２ 

11. 山 形 証 券（株）   ２００，０００  ２.９２ 
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５．取締役、監査役の氏名および役職名 

役 職 名 氏   名 
代表権 

の有無 

常勤・非

常勤の別

取 締 役 会 長 岩  元      俊
 

有 常 勤 

取 締 役 社 長 佐  藤      武 有 常 勤 

常 務 取 締 役 鈴 木 康 夫 有 常 勤 

常 務 取 締 役 加 藤 望 儀 無 常 勤 

常 務 取 締 役 小 林 博 文 無 常 勤 

取 締 役 湯 山 喜 裕 無 常 勤 

取 締 役 高 須 茂 巳 無 常 勤 

取 締 役 菊 池 之 孝 無 常 勤 

取 締 役 東  瑞 輝 無 常 勤 

取 締 役 林 田 芳 明 無 非常勤 

監 査 役 河 野 捷 三 － 常 勤 

監 査 役 小 森 谷 和 夫 － 非常勤 

監 査 役 鎌 形 智 淳 － 非常勤 

                               以上 １３名 

 
 

６．本店その他の営業所の名称および所在地 

名   称 所  在  地 

 

本  店 

 

横 浜 支 店 

 

〒103－0025 

東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番 18 号 

〒230－0062 

横浜市鶴見区豊岡町７－10 パーライトビル３Ｆ 

 

 

７．営んでいる業務の種類 

(1) 証券業（法第 2条第 8項） 

①有価証券の売買、有価証券指数等先物取引、有価証券オプション取引または外国市場証

券先物取引 

②有価証券の売買、有価証券指数等先物取引、有価証券オプション取引または外国市場証

券先物取引の媒介、取次ぎまたは代理 

③有価証券市場における有価証券の売買取引、有価証券指数等先物取引または有価証券オ

プション取引の委託の媒介、取次ぎまたは代理ならびに外国有価証券市場における有価

証券の売買取引または外国市場証券先物取引の委託の媒介、取次ぎまたは代理 

④有価証券の引受け 

⑤有価証券の売出し 

⑥有価証券の募集もしくは売出しの取扱いまたは私募の取扱い 
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(2) 証券業付随業務（法第 34 条第 1項）   

① 有価証券の保護預り業務 

② 口座管理機関として行う振替業 

③ 有価証券の貸借業務 

④ 信用取引に付随する金銭の貸付業務 

⑤ 保護預り有価証券担保貸付業務 

⑥ 有価証券に関する顧客の代理業務 

⑦ 投資信託に係る収益金、償還金または解約金の支払に係る業務の代理業務 

⑧ 投資法人の投資証券に係る金銭の分配、払戻金もしくは残余財産の分配または利息も

しくは償還金の支払に係る業務の代理業務 

⑨ 累積投資契約の締結業務 

⑩ 他の証券会社、外国証券会社または登録金融機関の業務の代理業務 

 （累積投資代理業務） 

⑪ 公社債の払込金の受入等の代理業務 

(3) その他の業務（法第 34 条第 2項および第 4項） 

金融先物取引法第 2条第 12 項に規定する金融先物取引業（法第 34 条第 2項 3号） 

 

 

８．加入している投資者保護基金 

日 本投資者 保護基金 

 

 

９．加入している証券業協会 

日 本 証 券 業 協 会 

 

 

10．加入している証券取引所 

東 京 証 券 取 引 所 

大 阪 証 券 取 引 所 

ジャスダック証券取引所 
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Ⅱ.業務の状況に関する事項 

 
１．当期の業務概要 

(1)事業の経過およびその成果 

当期のわが国経済を概観しますと、好調な企業業績を背景に民間設備投資が拡大基調を

持続したこと、個人消費も天候不順などにより夏場に一時落込みをみせたものの好調な雇

用環境により堅調に推移したこと、米国経済が住宅投資の悪化など不安要因を抱えながら

も成長を続けたことなどから景気は拡大傾向を持続し、11 月には景気上昇は 58 ヶ月目に

入り「いざなぎ景気」超えを達成するにいたりました。このような景気動向を受け、日銀

は 7月と 2月の２度に亘り政策金利の引上げを行い、長く続いたゼロ金利から漸く脱却す

るにいたりました。 

こうしたなか、株式市場では、株価（日経平均株価（終値））が期初 17,333 円でスター

トした後、円高、原油高、米国の株安などから軟調な地合となり、6 月 13 日には 14,218

円（期中最安値）をつけました。その後は引続き好調な企業業績などを材料に株価は戻り

歩調となり、安倍新内閣への期待、原油高の一服、円安傾向の定着、世界的な株高などか

ら上昇傾向を持続し、2 月 26 日には 18,215 円（期中最高値）をつけました。その後、中

国株に端を発した世界的な株価急落の影響を受け、一時的に 17,000 円を割り込む場面が

ありましたが大崩にはいたらず、期末は期初とほぼ同水準の 17,287 円で終えました。 

一方、債券市場では、期初から 10 年物国債の利回り（公社債店頭売買参考統計値の平均）

は 1.7％台後半から 1.9％台で推移しましたが、８月にはＣＰＩの伸びが予想を下回った

ことなどから急低下し、その後は 1.6％台から 1.7％台で推移し、期末は 1.649％で終えま

した。 

こうした市場環境のなかで、当社の当期業績は、個人投資家の売買が低調に推移したこ

となどにより、大幅な減収減益の決算となりました。収入面では、受入手数料 1,516 百万

円（前年度比 868 百万円減）、トレーディング損益 221 百万円（同 340 百万円減）、金融収

益 1,277 百万円（同 340 百万円減）と、営業収益合計で 3,015 百万円（同 1,549 百万円減）

と減収となりました。 

一方、費用面では、金融費用が 586 百万円（同 130 百万円減）となり、販管費も取引量

減少に伴う変動費の減少などを主因に 2,323百万円（同 248百万円減）と減少したものの、

経常利益は 103 百万円と前年度比 1,170 百万円の大幅な減益を余儀なくされました。これ

に、貸倒引当金戻入れ 30 百万円、証券取引責任準備金戻入れ 23 百万円などの特別損益を

加えた結果、税引前当期純利益は 148 百万円となり、当期純利益は法人税、住民税および

事業税 3 百万円と繰延税金資産減少に伴う法人税等調整額 132 百万円を減算して 12 百万

円にとどまりました。 

(2)資金調達等についての状況 

当期の資金調達につきましては、前期後半以降の急激な信用取引貸付金の増加などに対

応するため、平成 18 年 10 月に劣後特約付の長期借入金 30 億円を導入し、自己資本の充

実を図りました。また、市況変動に備えるため、取引金融機関における借入枠の増強にも

取組みました。 

 設備投資につきましては、内部管理体制（コンプライアンス）の強化や顧客取引の利

便性向上などのため、基幹システムおよびインタ－ネット取引システムに関するソフトウ

ェア開発 103 百万円など、総額 128 百万円の設備投資を実施いたしました。 
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(3)対処すべき課題 

わが国の金融・証券市場を巡る大きな潮流を見ると、証券仲介業務・銀行代理店業務な

ど銀行・証券の本格的な相互乗入れなどを踏まえ間接金融から直接金融への構造転換、即

ち貯蓄から投資への流れは本格化しつつあり、こうしたなかにあって証券投資信託への資

金流入やＭ＆Ａの本格化など証券市場の役割は今後益々増大していくものと思われます。

他方、顧客サイドの投資ニーズ多様化や証券会社に対する厳しい選別化の動き、通信技術

の革新、規制緩和、更には「金融商品取引法」制定や株券電子化などの大きな制度変更の

動きなどによって、証券会社の経営環境は大きく変化しております。 

当社といたしましては、こうしためまぐるしい諸環境の変化に素早く対応し、変革期こ

そビジネスの好機(Big Change Big Chance)ととらえ、同業営業の基盤拡大およびインタ

ーネット取引の一層の拡充など既存業務分野の収益基盤を確固たるものにするとともに、

社外の提携先との連携を深めて新たな収益源を確立するなど新規業務分野への展開を積

極的に推進してまいります。 

このような環境の下、当社は本年 10 月に丸和証券株式会社と共同株式移転の方法により

持株会社を設立し、その 1年後を目処に丸和証券株式会社との合併を実現させたいと考え

ております。この経営統合により、営業力の強化、間接部門の効率化、および資本規模拡

大による信用力の強化などを図り、強靭な経営体質をつくりあげてまいる所存であります。 

いずれにせよ、当社役職員は一丸となって、経営統合の成果を実現するとともに顧客サ

ービスのレベル向上とコンプライアンス充実・徹底などにより企業価値を高めるべく、引

き続き不断の努力を重ねていく所存でありますので、今後とも一層のご指導とご鞭撻を賜

りますようよろしくお願い申し上げます｡ 

 

 
２．業務の状況を示す指標 
(1) 経営成績等の推移                          （単位：百万円） 

 区  分 平成 17 年 3 月期 平成 18 年 3 月期 平成 19 年 3 月期

 資 本 金 ８４４  ８４４  ８４４  

 発行済株式総数 ６８３万株  ６８３万株  ６８３万株  

 営 業 収 益 ３，３３９  ４，５６４  ３，０１５  

  受 入 手 数 料 １，８１７  ２，３８４  １，５１６  

   委 託 手 数 料 １，７３１  ２，２７８  １，３９６  

   募集・売出しの取扱手数料    ７  １６  ５０  

   その他の受入手数料   ７９  ８９  ６９  

  トレーディング損益   ３１５  ５６１  ２２１  

   株券等トレーディング損益 ３１５  ５５７  ２１５  

   債券等トレーディング損益 ０  ０  ０  

   その他のトレーディング損益 ―  ４  ５  

 純 営 業 収 益 ２，８０４  ３，８４７  ２，４２８  

 経 常 利 益 ５６２  １，２７４  １０３  

 当 期 純 利 益 ４８３  １，２２７  １２  
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(2) 有価証券引受・売買等の状況 

①株券売買高の推移                          (単位：百万円) 
 区 分  平成 17 年 3 月期 平成 18 年 3 月期 平成 19 年 3 月期 

 自 己 ５１３，１９８ ８８６，３７８ ９０７，２４２

 委 託 ３，０３５，９１４ ４，３９２，８２４ ２，７１２，５２５

 計 ３，５４９，１１２ ５，２７９，２０２ ３，６１９，７６７

②有価証券の募集・売出しの取扱高                (単位：百万円) 

 区   分  平成 17 年 3 月期 平成 18 年 3 月期 平成 19 年 3 月期 

 株 券(金額) ２６ １２ ６

 債 券(金額) ２３０ ６８１    ３ ２ ０

 受 益 証 券(金額) ５，５６１    ３，３２４ ３，７５４

  

(3) その他の業務の状況 

 店頭金融先物取引（外為証拠金取引）の状況              (単位：百万円) 

 区  分 平成 17 年 3 月期 平成 18 年 3 月期 平成 19 年 3 月期 

 顧 客 口 座 数 ― ２１３ ３１９

 受 託 等 の 取 引 に 係 る 収 支 ― ４ ５

 （注）取引所金融先物取引等の受託取引に係る該当事項はありません。 

 

(4) 自己資本規制比率の状況                       (単位：百万円) 

  平成 17 年 3 月期 平成 18 年 3 月期 平成 19 年 3 月期

 自己資本規制比率 (Ａ／Ｂ) ２４１．７％ ２１２．９％  ５９９．４％

 固定化されていない自己資本 (Ａ) ５，２４９  ６，２３５  ９，２８４

 リ ス ク 相 当 額 (Ｂ) ２，１７０  ２，９２７  １，５４８

  市 場 リ ス ク 相 当 額 １１９  １３３  １３８

  取 引先リス ク相当額 １，５３６  ２，２０５  ８２０

  基 礎的リス ク相当額 ５１４  ５８８  ５９０

※平成 19 年 3 月期の固定化されていない自己資本の額には、以下の短期劣後特約付借入金が含まれています。 

  短期劣後債務の金額     3,000 百万円 

   短期劣後債務の契約日  平成 18 年 10 月 10 日 

   短期劣後債務の弁済期日   平成 21 年 09 月 30 日 

 
(5) 使用人および外務員の総数 

 区   分 平成 17 年 3 月期 平成 18 年 3 月期 平成 19 年 3 月期 

 使   用   人 ６６ 人 ６８ 人 ６９ 人

 （ う ち 登 録 証 券 外 務 員 ） ６１ 人 ６１ 人 ６６ 人

 



Ⅲ 財 産 の 状 況

(1)経 理 の 状 況 (記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。)

貸 表 (単借 対 照 位：百万円)
期  別 平成18年3月期 平成19年3月期 期  別 平成18年3月期 平成19年3月期

科  目 金　　額 金　　額 科  目 金　　額 金　　額
( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )
流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 ・ 1,358預 金 1,374 ト レ ー －デ ィ ン グ 商 品 247
預 託 金 18,459 13,816 商 品 有 価 証 －券 等 247

顧 客 分 別 金 信 託 18,395 13,726 約 定 見 定 －返 勘 22
そ の 他 の 預 託 金 64 90 信 用 取 債 96,300引 負 26,352

ト レ ー デ 品 0ィ ング 商 264 信 用 取 引 借 91,082入 金 23,365
商 品 有 価 証 券 等 0 264 信 用 取 引 貸 証 券 受 入 金 5,217 2,987

約 定 見 返 勘 定 20 － 預 り 金 6,511 6,044
信 用 取 引 資 産 109,048 40,323 顧 客 6,335か ら の 預 り 金 5,938

信 用 取 引 貸 付 金 106,792 39,577 そ の 他 の 預 176り 金 106
信用取引借証券担保金 2,256 746 受 入 保 証 金 14,710 9,764

立 替 金 5 4 信 用 取 引 金 13,858受 入保 証 8,874
顧 客 へ の 立 替 金 5 3 先 物 取 引 金 790受 入証 拠 802
そ の 他 の 立 替 金 0 0 そ の 他 の 金 62受 入保 証 87

短 期 差 入 保 証 金 856 975 有 価 証 券 等 受 入 未 了 勘 定 3 －
先物取引差入証拠金 788 887 短 期 借 入 金 6,510 6,210
その他の差入保証金 68 88 前 受 金 9 11

前 払 18費 用 17 未 払 金 19 2
未 収 58入 金 359 未 払 費 用 165 145
未 収 358収 益 181 未 払 法 等 644人 税 1
繰 延 税 金 資 産 85 48 賞 与 引 当 金 24 36
貸 倒 引 △ 46当 金 △ 16 流 動 負 債 計 124,898 48,840

流 動 資 産 計 130,223 57,349 固 定 負 債
固 定 資 産 長 期 借 入 金 － 3,000

有 形 固 定 資 産 197 168 繰 延 税 債 29金 負 134
建 物 66 72 役 員 退 125職 慰 労 引 当 金 125
器 具 ・ 備 品 130 96 そ の 他 固 定 負 債 6 7

無 形 固 定 資 産 430 398 固 定 負 債 計 161 3,267
電 話 加 入 権 8 8 特 別 法 上 の 準 備 金
ソ フ ト ウ ェ ア 419 387 証 券 取 808引 責 任 準 備 金 784
通 信 施 設 利 用 権 2 2 ( 証 券 取 引 法 第 51 条 )

投 資 2,161そ の 他 の 資 産 1,953 特 別 法 上 の 808準 備 金 計 784
投 資 有 価 証 券 1,585 643 負 債 合 計 125,868 52,892
関 係 会 社 株 式 － 954 ( 資 本 の 部 )
出 資 金 0 0 資 本 金 844 －
長 期 差 入 保 証 金 544 322 資 本 剰 536余 金 －
長 期 前 払 費 用 1 0 資 本 準 備 金 536 －
そ の 他 95 96 利 益 剰 5,227余 金 －
貸 倒 引 当 金 △ 64 △ 64 利 益 準 備 金 211 －
固 定 資 産 計 2,789 2,520 任 意 積 立 金 3,442 －

別 途 積 立 金 3,442 －
当 期 益 1,573未 処 分 利 －

株 式 等 評 536価 差 額 金 －
資 本 合 計 7,143 －
負 債 計 133,012・ 資 本 合 －
( 純 資 産 の 部 )
株 主 資 本

資 本 金 － 844
資 本 剰 余 金 － 536

資 本 準 －備 金 536
利 益 剰 余 金 － 5,048

利 益 準 －備 金 211
そ の 他 の 金 －利 益剰 余 4,837

別 途 積 立 金 － 4,442
繰 越 利 益 剰 余 金 － 395

株 主 計 －資 本 6,428
評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有 －価証券評価差額金 549
評 価 ・ 換 算 －差 額 等 計 549

純 資 産 －合 計 6,978
資 産 合 計 133,012 59,870 負 債 ・ 純 －資 産 合 計 59,870
(注）平成19年3月期より「会社計算規則」（平成18年法務省令第87号）の規定に基づき、従来の投資有価証券は関係会社株式を区分して

おります。平成18年3月期についても同様に区分した場合、投資有価証券は 750百万円、関係会社株式は 834百万円となります。
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損　益　計　算　書
（単位：百万円）

期　別 平 成 18年 3 月 期 平 成 19年 3 月 期

科　目 内    訳 金    額 内    訳 金    額

営 業 収 益

受 入 料 2,384手 数 1,516

委 託 手 数 料 2,278 1,396
募集・売出しの取扱手数料 16 50

そ の 他 の 受 入 手 数 料 89 69
ト レ ー デ ィ ン 益 561グ 損 221

株券等トレーディング損益 557 215
債券等トレーディング損益 0 0
その他のトレーディング損益 4 5

金 融 収 益 1,618 1,277

営 業 収 益 計 4,564 3,015

金 融 費 用 717 586

純 営 業 3,847収 益 2,428

販 売 費 ・ 費 2,572一 般 管 理 2,323

取 引 関 係 費 597 518
人 件 費 892 825
不 動 産 関 係 費 240 257
事 務 費 591 472
減 価 償 却 費 166 187
租 税 公 課 33 23
貸 倒 引 当 金 繰 入 れ 15 0
そ の 他 36 38

営 業 利 益 1,274 104

営 業 外 3収 益 0

営 業 外 4費 用 1

経 常 利 益 1,274 103

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 益 354売 却 0

子 会 39社 清 算 益 -

貸 倒 引 当 金 戻 入 れ - 30

証券取引責任準備金戻入れ - 23

特 別 利 益 計 394 54

特 別 損 失

証券取引責任準備金繰入れ 113 -

システム移行に伴う固定資産除却損 43 -

証券市場基盤整備基 用 35金への拠出費 -

組 織 再 編 準 備 費 用 - 10

特 別 損 失 計 192 10

税 引 前 当 期 純 1,475利 益 148

法人税、住民税お 税 640よび事業 3

法 人 額 △ 391税 等 調 整 132

当 期 純 1,227利 益 12

前 期 繰 越 利 益 346 -

当 期 益 1,573未 処 分 利 -
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(2)利益処分計算書および株主資本等変動計算書

利益処分計算書
(単位：百万円)

期　別 平 成 18 年 3 月 期

株 主 総 会 決 議

（ 平 成 18 年 6 月 23 日 ）

 科　目  金        額

当 期 未 処 分 利 益 1,573
計 1,573

利 益 処 分 額

　利　  益　　配　　当　　金 136
　 (普　通　配　当　１ 株 当 り) ( 20円 ）
　役　　員　　賞　　与　　金 55
   ( う  ち  監  査  役  賞  与  金 ) ( 3 ）
　別　　途　　積　　立　　金 1,000

計 1,191
次 期 繰 越 利 益 382

株主資本等変動計算書　（平成19年3月期：平成18年4月1日から平成19年3月31日まで）
(単位：百万円）

株　　　主　　　資　　　本
評価・換算
差 額 等

純資産

合　計資本金

資本剰余金 利  益  剰  余  金
株主資本

合    計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金資 本

準 備 金
利 益
準 備 金

その他利益剰余金 利 益
剰 余 金
合 計

別 途
積 立 金

繰 越 利 益
剰 余 金

前 期 末 残 高 844 536 211 3,442 1,573 5,227 6,607 536 7,143

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △ 136 △ 136 △ 136 △ 136

役員賞与の支給 △ 55 △ 55 △ 55 △ 55

当 期 純 利 益 12 12 12 12

別途積立金の積立 1,000 △ 1,000 － － -

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） 13 13

当 期 変 動 額 合 計 － － － 1,000 △ 1,178 △ 178 △ 178 13 △ 165

当 期 末 残 高 844 536 211 4,442 395 5,048 6,428 549 6,978
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個 別 注 記 表 （平成19年3月期） 

 

当社の計算書類は、「会社計算規則」（平成１８年法務省令第８７号）、「証券会社に関する内閣府

令」 （平成１０年総理府・大蔵省令第 ３２号）および「証券業経理の統一について」（平成１３年９

月２８日付日本証券業協会理事会決議）に準拠して作成しております。 

なお、記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

１．継続企業の前提 

 事業が継続するとの前提に重要な疑義を抱かせる事象または状況は存在しません。 

 

２．重要な会計方針に係る事項 

（１）有価証券の評価基準および評価方法 

トレ－ディング商品(売買目的有価証券)      時価法を採用しております。 

関係会社株式 および その他有価証券 

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。 

時価のないもの  移動平均法による原価法を採用しております。 

（２）固定資産の減価償却の方法  

   

有形固定資産   建 物   定額法 

           （建物附属設備   定率法） 

           器 具・備 品   定率法 

 

    無形固定資産   定額法  なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

（３）引当金の計上基準 

貸倒引当金     一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討して計上しております。 

賞与引当金     従業員の賞与の支払いに備えるため、当期末における支給見込額を計上し

ております 。 

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、平成１４年６月定時株主総会終

結時現在の役員退職慰労金規定に基づく要支給額を計上しております 。 
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（４）証券取引責任準備金の計上基準 証券事故による損失に備えるため、証券取引法第５１条の

規定に基づき「証券会社に関する内閣府令」第３５条に定

めるところにより算出された額を計上しております。 

（５）リ－ス取引の処理方法 

      リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

    

（６）消費税等の会計処理    税抜方式を採用しております。 

 

（７）会計方針の変更 

   ①貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等 

当期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号平成17年12月9日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号平成17年12月9日）を適用しており

ます。 

これによる損益に与える影響はありません。なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は６,９７８,１８９千円であります。 

②自己株式および準備金の額の減少等に関する会計基準等 

当期より、改正後の「自己株式および準備金の額の減少等に関する会計基準」（企

業会計基準第１号 最終改正平成18年8月11日）および「自己株式および準備金の額

の減少等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第２号 最終改正

平成18年8月11日）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

 

 

３．貸借対照表の注記 

 

（１）担保に供している資産および担保にかかる債務   

①  担保に供している資産 

関係会社株式     ９５４，７８９千円 

投資有価証券     ２１０，０１６千円 

      計       １，１６４，８０５千円 

  ② 担保に係る負債   

短期借入金     １，０１０，０００千円 
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（２）有形固定資産の減価償却累計額 

    建   物      ７２，３４９千円 

    器具・備品     １０３，９９０千円   

計       １７６，３４０千円 

 

（３）関係会社に対する金銭債権または金銭債務 

①短期金銭債権      ６２０，６３１千円 

②短期金銭債務   １８，１８６，０３９千円 

③長期金銭債権      １０７，７７７千円 

 

 

４．損益計算書の注記 

関係会社との取引高 

営業取引        １８３, ５７９千円 

 

 

５．株主資本等変動計算書の注記 

（１）発行済株式の数   

普通株式   ６，８３０，０００株 

 

（２）配当に関する事項 

 ①配当金支払額  

決  議  
株式の 

種 類 

配当金の 

総  額  

１株当たり 

配 当 額 
基 準 日 効力発生日 

平 成 18年 6月 23日

定時株主総会 

普通 

株式 
136,600千円 20.00円 

平成18年  

3月31日 

平成18年  

6月26日 

②  基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

次のとおり決議しております。 

決  議  
株 式 の

種  類

配 当 の

原  資  

配当金の 

総  額  

１株当たり 

配 当 額 
基 準 日 効力発生日 

平 成 19年 6月 26日

定 時 株 主総 会  

普通

株式

利 益

剰 余 金  
68,300千円 10.00円 

平成19年  

3月31日 

平成19年  

6月27日 
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６．税効果会計 

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産                

証券取引責任準備金       ３１９，４１１ 千円 

役員退職慰労引当金        ５０，９９４ 千円 

繰越欠損金      ４５，２０６ 千円 

貸倒引当金            ３２，７７３ 千円 

その他投資評価減         ２５，３０９ 千円 

賞与引当金      １４，６４８ 千円 

拠出金        １４，４３２ 千円 

その他          ９，６９２ 千円  

繰延税金資産    小 計        ５１２，４６８ 千円 

評価性引当額              △１９４，０９１ 千円

繰延税金資産    合 計        ３１８，３７７ 千円 

 

 

繰延税金負債                 

          その他有価証券評価差額     ３７７，３０８ 千円 

未収事業税             ２６，７０３ 千円

繰延税金負債    合 計         ４０４，０１２ 千円 

 

繰延税金負債の純額             ８５，６３５ 千円

 

 

７．リースにより使用する固定資産 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、情報通信機器、ソフトウェア等の一部に  

ついては、所有権移転外ファイナンスリース契約により使用しております。 

①取得原価相当額     １０２, ２９３千円 

②減価償却累計額相当額    ２２, ０３９千円 

③未経過リース料相当額    ８４, ６４６千円 

 

 

 

 

 

 

 



８．関連当事者との取引  

  その他の関係会社との取引 (単位：千円）

会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取引内容および金額 科目および期末残高

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社
被所有
　間接　25.3％

信用取引制度に基づく信
用取引貸付金および信用
売証券に関する調達等

-
   　　 (注1)

信用取引資産他
　　　620,631
信用取引負債他
　　18,184,950

日 本 ビ ル デ ィ ン グ 株 式 会 社
被所有
　直接　25.3％

当社の本店等で利用する
建物等にかかる賃貸借

　不動産賃借
   　128,412（注2）

　長期差入保証金
　　　107,777

株式会社オーエムシーカード
被所有
　直接　20.0％

当社の証券取引顧客にか
かる仲介業務委託および
広告宣伝等

広告宣伝および事務委託

　  　55,167 (注2）
未払費用

 　　1,089

取引条件および取引条件の決定方針等

（注1）取引条件等は、信用取引制度に基づくもので市場実勢により、他の取引参加者と全く一律の条件で取引が行われます。

（注2）取引条件等は、市場実勢価格等を勘案して価格交渉の上で決定しております。

（注3）取引金額には消費税を含めておりません。期末残高には消費税を含めております。

 

９．１株当たり情報 

（１）１株当たり純資産  1,０２１円６９銭 

（２）１株当たり当期純利益   １円８５銭 

 

10．重要な後発事象  

  該当事項はありません。 

 

11．その他 

  該当事項はありません。 
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(3)借入金の主な借入先および借入金額

  ① 短 期 借 入 金 (単位：百万円)

期別 平 成 18 年 3 月 期 平 成 19 年 3 月 期

 借入先  金        額  金        額

（株）七 十 七 銀 行 1,800 2,000
日 証 金 信 託 銀 行 （株） 1,400 1,000

（株）みずほコーポレー 行 -ト銀 -
（株）り そ な 銀 行 2,000 1,100
（株）三 井 住 友 銀 行 - 1,000
（株）静 岡 銀 行 1,000 800
（株）東 京 都 民 銀 行 300 300
日 本 証 券 金 融 （株） 10 10

計 6,510 6,210

  ② 信 用 取 引 借 入 金 (単位：百万円)

期別 平 成 18 年 3 月 期 平 成 19 年 3 月 期

 借入先  金        額  金        額

日 本 証 券 金 融 （株） 82,168 18,174
大 阪 証 券 金 融 （株） 8,168 5,017
大 万 証 券 （株） 739 -
大 徳 証 券 （株） - 170
前 田 証 券 （株） 5 -
上 光 証 券 （株） 0 3

計 91,082 23,365

  ③ 長 期 借 入 金 (単位：百万円)

期別 平 成 18 年 3 月 期 平 成 19 年 3 月 期

 借入先  金        額  金        額

興 銀 リ ー ス （株） - 3,000
計 - 3,000

(注）長期借入金は｢証券会社の自己資本内閣府令｣(平成13年内閣府令第23号）第2条に定める短期
劣後特約付借入金であります。
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(4) 保有有価証券の状況(トレーディング商品に係るもの以外） 　　　(単位：百万円)

平 成 18年 3 月 期 平 成 19年 3 月 期

貸借対照表 貸借対照表
計　上　額 計　上　額

１．流動資産
－ － － － － －

２．固定資産 1,585    1,585    0 1,598    1,598    0

  　株　式 1,585    1,585    0 1,598    1,598    0

 　 債　券 － － － － － －

 　 その他 － － － － － －

(5) 先物取引・オプション取引の状況(トレーディング商品に係るもの以外）

　各営業年度終了の日における残高はありません。

(6) 有価証券店頭デリバディブ取引の状況(トレーディング商品に係るもの以外）

　各営業年度終了の日における残高はありません。

(7) 財務諸表に関する監査法人等による監査の有無

　当社は、平成18年3月期の計算書類については商法の規定に基づき、平成19年3月期の

計算書類については会社法の規定に基づき、東陽監査法人の監査を受けており、各々に

おいて適正意見の監査報告書を受領しております。

時　価 評価損益 時　価 評価損益時　価 評価損益時　価 評価損益時　価 評価損益
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Ⅳ 管理の状況 
 
１．内部管理の状況の概要 
(1)内部管理部門の組織と業務分掌 

組  織 業 務 分 掌 

監 査 部 

業務および会計の検査に関する事項 
紛争処理に関する事項 
顧客データの取扱状況の監査 
リスク算定についての検証 
顧客分別金の算定検証、顧客有価証券に係る分別保管の検証 

営業考査部 
営業員の営業活動状況の考査 
顧客の有価証券等の取引状況の考査 
売買目的有価証券の社内保有限度の管理 

売買審査部 

不公正取引未然防止の為の売買管理 
過誤売買等に関する事項 
内部者取引に関する事項 
有価証券の価格形成動向に関する事項 
外為証拠金取引の監視 

(2)内部管理体制  
内部管理統括責任者 

↓ 
内部管理統括補助責任者 

↓ 
        内部管理責任者・営業責任者（営業部店単位） 

 
(3)内部管理の状況 

 年度毎に取締役会において、コンプライアンス・プログラムおよびコンプライアンス・マ

ニュアルの見直しを行い、社内研修などを通じ役職員への周知徹底を図っている。 
(4)リスク管理の状況 

   ① 企画部が、リスクの算定に関して取締役会の承認を得て客観的に公正妥当と認められる合

理的な限度枠を設定する。 
   ② リスクの算定部は、市場リスク（株式・債券のポジション、引受契約等）および取引先リ

スク（信用取引勘定等）毎に毎日算定し企画部に提出する。 
③ 企画部は当社全体のリスク額を毎日チェックする。 

 
２．分別保管の状況 
(1) 顧客分別金（平成 19 年 3 月末現在） 

項   目 金    額 

直近差替計算基準日の顧客分別金必要額 13,725  百万円  

顧 客 分 別 金 信 託 額 13,726  百万円  

期 末 日 現 在 の 顧 客 分 別 金 必 要 額   13,512  百万円  
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(2)  有価証券の分別保管 

① 保護預り有価証券（平成 19 年 3 月末現在） 

有価証券の種類 国 内 証 券 外 国 証 券 

株  券        72,983   千株  68   千株 

債  券（額面）      1,216   百万円   －  百万円 

受益証券       5,668     百万口         0   百万口 

そ の 他   －     －   

② 受入代用有価証券（平成 19 年 3 月末現在） 

有価証券の種類 国 内 証 券 
株     券               49,501    千株 

債     券（額面）           －  百万円 

受 益 証 券 67  百万口 

そ  の  他    － 

③ 保管の状況 
当社における顧客資産の分別保管については、法令・諸規則並びに当社規定「分別保管に関

する規程」に定めるところにより行っている。 
  
（金銭の分別保管） 

   日証金信託銀行㈱と顧客分別信託契約を締結し、毎週金曜日（金曜日が銀行休業日の場合は前

営業日）を金銭の顧客資産分別金差替基準日と定め、計算の結果過不足が生じた場合必要に応じ

て差替基準日の翌日から起算して 3営業日以内に金銭の追加信託等を行っている。 

 

（有価証券の分別保管） 

当社の有価証券の保管方法については、当社の帳簿等により当社の固有財産である有価証券

その他の顧客有価証券以外の有価証券（固有有価証券等）と顧客有価証券とを区分管理し、㈱

証券保管振替機構、日証金信託銀行㈱等において混蔵保管または振替口座保管している。顧客

有価証券については、当社の帳簿等により各顧客の持分が直ちに判別できるよう管理している。 

ただし、顧客の申出等により上記各機関へ再寄託しない顧客有価証券については、当社の固

有有価証券等の保管場所と明確に区分し、日本証券代行㈱において、どの顧客の有価証券であ

るかが直ちに判別できる状態で保管している。 
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Ⅴ 連結子会社等の状況 
 
１．企業集団の構成 

該当事項はありません。 
 
２．子会社等の商号、所在地、資本、事業内容等 

該当事項はありません。 
 

以    上 
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